様式第3号（第7条関係）
浜田地区広域行政組合介護人材キャリアアップ事業補助金交付要綱

（目的）
第1条　この告示は、浜田市及び江津市（以下「圏域」という。）の介護サービスを提供する事業所又は施設（以下「事業所等」という。）において、介護サービスに従事する者（以下「介護従事者」という。）の資格取得のための受験又は研修の受講に要する費用の一部を補助することにより、介護サービスを担う人材の育成と介護サービスの質の向上を図ることを目的とする。
（定義）
第2条　この告示において、介護サービスとは、介護保険法（平成9年法律第123号。以下「法」という。）に規定する居宅サービス、地域密着型サービス、居宅介護支援、施設サービス、介護予防サービス、介護予防地域密着型サービス及び介護予防支援をいう。
（補助対象者）
第3条　補助金の対象となる者は、圏域の事業所等において3か月以上継続して就業する介護従事者（以下、「補助対象者」という。）であって、資格取得のための試験を受けた者又は技能向上のための研修等を受講した者とする。
（補助金の対象経費）
第4条　補助金の対象経費は、補助対象者が負担した受験費用又は研修等の受講費用等で、別表のとおりとする。ただし、当該年度に受験を終了又は受講を修了したものに限るものとし、他の制度から当該受験、受講に係る補助金等を受給している場合を除くものとする。
2 　前項に規定する受験費用は、試験の結果に関わらず補助の対象とする。
（補助金額）
第5条　補助金額は、次のとおりとし、補助金の総額については、予算の範囲内とする。
⑴　補助金の対象経費の2分の1とし、5万円を限度とする。
⑵　前号の規定により算出した補助金に、100円未満の端数があるときは、その端数は切り捨てるものとする。
（交付申請等）
第6条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、受験を終了し、若しくは受講を修了した日の属する年度の3月31日までに、介護人材キャリアアップ事業補助金交付申請書兼請求書（様式第1号）に、次に掲げる書類を添付し、浜田地区広域行政組合管理者（以下「管理者」という。）に提出しなければならない。
⑴　勤務証明書（様式第2号）
⑵　受験費用又は受講費用等を明らかにする書類
⑶　受験又は受講したことが証明できる書類の写し
⑷　前各号に掲げるもののほか、管理者が必要と認める書類
（交付決定）
第7条　管理者は、前条の申請があったときは、速やかに内容を審査し、介護人材キャリアアップ事業補助金交付決定（却下）通知書（様式第3号）により、申請者に通知するものとする。
（交付決定の取消し等）
第8条　管理者は、虚偽の申請その他不正の手段により補助金の交付決定を受け、又は補助金の交付を受けた者に対し、その決定を取り消し、又は補助金の返還を命ずるものとする。
（その他）
第9条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、管理者が別に定める。
附　則（平成30年3月5日告示第4号）
（施行期日）
1 　この告示は、平成30年4月1日から施行する。
（この告示の失効）
2 　この告示は、令和3年3月31日限り、その効力を失う。
附　則（平成30年9月28日告示第21号）
（施行期日）
この告示は、平成30年10月1日から施行する。
附　則（令和2年3月13日告示第3号）
この告示は、令和2年4月1日から施行する。

別表（第4条関係）
	区　　分
	補助金の
対象経費

	社会福祉士国家試験
	受験手数料

	介護福祉士
	介護福祉士国家試験
	受験手数料

	
	介護技術講習会
	受講料、教材費

	
	実務者研修
	受講料、教材費

	介護支援専門員
	介護支援専門員実務研修受講試験
	受験手数料

	
	介護支援専門員実務研修
（試験に合格し受講した場合）
	受講料、教材費

	介護職員初任者研修
	受講料、教材費

	生活援助従事者研修
	受講料、教材費

	主任介護支援専門員研修
	受講料、教材費

	認知症介護実践研修「実践者研修」
	受講料、教材費

	認知症介護実践研修「実践リーダー研修」
	受講料、教材費

	小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修
	受講料、教材費

	喀痰吸引研修
	受講料、教材費






[bookmark: _Hlk516831605]　　　　年　　月　　日　

浜田地区広域行政組合管理者　様
申請者　住　所
氏　名　　　　　　　　　　　　㊞
連絡先（電話番号）　　　　　　　　　

介護人材キャリアアップ事業補助金交付申請書兼請求書

年度において、下記のとおり介護人材キャリアアップ事業補助金の交付を受けたいので、浜田地区広域行政組合介護人材キャリアアップ事業補助金交付要綱第6条の規定により、関係書類を添えて申請します。
なお、本事業の他に、下記の受験手数料、受講料及び教材費に係る補助金等を受給していないことを申し添えます。
管理者が浜田地区広域行政組合介護人材キャリアアップ事業補助金交付要綱第7条の規定により補助金の交付を決定したときは、下記のとおり補助金を請求し、補助金の交付については指定する口座への振替を希望します。
記
1 　補助金の交付申請額（請求額）　　　　　　　　　　　　円
（費用内訳）
	区　　　分
	金　　額
（申請者が支払った金額）

	⑴　受験手数料
（試験名　　　　　　　　　　　　　  　　　）
	円　

	⑵　受講料、教材費（受講に必須のものに限る）
（講座名　　　　　　　　　　　　 　 　　　）
	円　


※1 ： 補助金の交付申請額は、⑴受験手数料、⑵受講料、教材費の合計額の2分の1（上限50,000円、100円未満の端数を切捨て）とします。
2 　添付書類
⑴　勤務証明書（様式第2号）
⑵　受験費用又は受講費用等を明らかにする書類（領収書の写し等）
⑶　受験又は受講したことが証明できる書類の写し（受験票、合格(不合格)通知、修了証明書等）
⑷　その他
3 　指定口座
	金融機関名
	

	同店舗名
	本店・本所・支店・支所・出張所・代理店

	預金種目
	1　普通　　2　当座　　3　その他(　　　　　　　　　　)

	口座番号
	
	
	
	
	
	
	
	

	口座名義人
	フリガナ

	
	


様式第1号（第6条関係）

勤　務　証　明　書
	事業所等就業者
	住　　所
	

（TEL：　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	ふりがな
氏　　名
	


	
	生年月日
	　　　　　　年　　　月　　　日生

	雇用の期間
	年　　　月　　　日から　在職中
（証明書記載日現在で3か月以上継続して勤務していること）

	就業する事業所
の所在地、名称
	


	勤務の内容
	





	就業時間
	午前・午後　　　時　　　分から
　　午前・午後　　　時　　　分まで

	備　　　考
	






上記の労働条件で勤務していることを証明します。

証明日　　　　　　年　　　月　　　日

証明者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


（説明）
1 　勤務の内容には、施設・通所・訪問別のサービス名称、職名、常勤、非常勤、勤務頻度等を記入してください。
2 　この勤務証明書は浜田地区広域行政組合介護人材キャリアアップ事業補助金交付要綱（平成30年浜田地区広域行政組合告示第4号）に規定する書類です。必ず、法人又は事業所代表者（証明権限を有するもの）で証明してください。
様式第2号（第6条関係）


指令番号　
年　　月　　日　

　　　　　　　　　　　様

浜田地区広域行政組合
管理者　　　　　　　　　　印


介護人材キャリアアップ事業補助金交付決定（却下）通知書

年　　月　　日付けで申請のありました介護人材キャリアアップ事業補助金の交付について、下記のとおり決定（却下）しましたので、浜田地区広域行政組合介護人材キャリアアップ事業補助金交付要綱第7条の規定により通知します。
　なお、申請内容と相違する事実が判明した場合、この決定を取り消し、又は補助金の返還を命ずることがあります。

記

補助金額　　　　　　　　　　　　　　　　　円
□補助金額の算定根拠
対象経費の2分の1（上限50,000円、100円未満の端数を切捨て）



□対象経費




（却下理由）





